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近年、グローバル化の進展や IoT、AI 等の技術進歩、産業構造の変化や国際化等を背景に、こ

れからの労働者に求められるスキルも大きく変化していくことが見込まれている。また、少子高

齢化の進展の中で経済成長を続けるには、一人ひとりの労働者の生産性を高めることが必要であ

る。一方、働き方の多様化のみならず、職業人生の長期化とともに働く意識も多様化してきてい

る。このような変化の中で、職業人生を通じた継続的なキャリア形成の必要性が求められている。 

これまで、配置転換、転勤、教育訓練などのいわゆる人事に関わる事項は、主に会社による事

業運営の観点から行われてきたが、労働者の利益を代表する労働組合にとって、労働者の職業能

力という資産の保全と向上を図ることは重要な役割の一つと考えられる。一方、キャリア形成へ

の労働組合の関与の実態は明らかになっておらず、どのような役割を担うべきか判然としない。 

このような問題認識のもと、連合総研では、2017 年２月に「キャリア形成への労働者及び職

場組織の関与のあり方に関する調査研究委員会」を発足させた。委員会では、単組の本部および

支部へのアンケート調査やヒアリング調査により、能力開発の機会、配置転換、転勤等を含めた

キャリア形成への労働者の意思反映（自己決定）、及び集団的労使関係の関与のあり方などにつ

いての実態を把握するとともに、そこから得られた知見を基にした分析や法学的見地からの考察

を行い、労働組合への課題や示唆を提示している。 
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